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私は経済の専門家ではない。私の専門は技術マネジ
メントとイノベーションのダイナミック・メカニズム
である。この５年ほどはイノベーションについての国
際比較に重点を置いて研究活動を行ってきた。そして、
イノベーションの観点から我が国の経済の問題を考え
るようになった。我が国のイノベーション・システム
が時代遅れになったことが90年代の長い景気低迷の根
本原因だという思いは強くなるばかりだった。私から
見れば､小泉首相の「構造改革なくして経済成長なし」
は基本認識としてまったく正しいのである。彼の唱え
る構造改革の重点も決して的外れとはいえない。
我が国の戦後の政治で、経済の問題が重要な政策課
題に登るようになったのは90年代に入ってからであ
る。マスコミの政策論議の場にエコノミストが頻繁に
登場するようになった。しかし、このマスコミ・エコノ
ミストはほとんどが産業の現場に疎い金融系のエコノ
ミスト。彼らは時代遅れのケインズ的講釈を繰り返す
ばかりで、少なくても構造問題に言及する人はあまり
いない。これに対しては、産業の実態に詳しい現場型エ
コノミスト達（大学の研究者や企業関係者に多い）は
一様に不快感を抱いていたのだ。私は日本経済の問題
の本質をマスコミ・エコノミストが気付いていない日本
の社会構造の変化とそれに対応できなかったイノベー
ション・システムの問題から検証してみようと思った。
こうした問題意識に基づいてまとめた私の考えはほ
ぼ１年前頃から経済や産業の関係者の会合で披露し、
「オチコボレ日本経済と小泉改革」と題して月刊誌にも発
表した（化学経済、2002年11月号）。さらに昨年12月に経
営研究所（土屋守章東京大学名誉教授主宰）定例研究会
で本格的なディスカッションの材料として提示した。
そこに集まった専門家からは特段の反論はなかった。
その後の進展は私の見方が正しかったことを裏付けて
いるように思える。本稿は当時のディスカッションの
結果とその後の分析も踏まえて纏め直したものである。
１．日本経済　長期低迷の根本原因は？
（１）80年代と90年代の落差
日本の経済は1980年代と90年代とでは、様変わりの
様相を呈した。経済の主要指標でそれを示してみたい。
＜落差が大きい80年代と90年代＞
日本経済は80年代、好調だったが、一転して90年代
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は後半からＧＤＰ成長率が長期低迷、驚くべきことに
全要素生産性（ＴＦＰ）はマイナス成長であった。そ
して、90年代後半からは家計消費支出の低迷、失業率
のアップ、企業倒産の増加といった好ましくないトレ
ンドが続いた。
＜マスコミ・エコノミストの解釈＞
このような状況に至った原因をマスコミ・エコノミ
ストはどのように解説していたのか。大筋は関連図的
に下のようになるだろう。不良債権問題に起因する供
給サイドの活力低下で、デフレ・スパイラルに陥って
いるというのが大方の診断だったように思う。
これに対して、現場型エコノミストの中には、消費不
況の側面、つまり需要側の問題に注目する人がいる。た
とえば、松原隆一郎教授（東大経済学部）１）は97年以降、
ラチェット（歯止め）効果の消滅など消費行動の局面の
変化から消費不況の要素が強まったと分析している。
（２）個人消費の長期トレンド
消費行動の変質は97年以降ではない。実は、生活者側
の冷めた消費姿勢に90年代の長期経済低迷の本質的な
原因があると考えられる根拠がいくつもあるのである。
＜収入は増えても消費は増えない＞
第１に、生活者は収入が増えても、それを消費に回さ
ない傾向が80年代から一貫して続いていた事実がある。
実収入は80年代大きく増加していたが、平均消費性向は
80年代から一貫して減少傾向、当然のこととして家計の
貯蓄率は80年代から一貫して上昇していた。こうした
傾向は不況感が深まる98年頃まで続いていたのである。
＜生活者の生活価値観の大転換＞
生活者の意識は80年代に質的な大転換を起こしてい
た。これが消費性向の長期低下トレンドの主要な背景
となっていると考えてよい。「国民生活に関する世論
調査」（内閣府）によると、80年代初めから「ものの豊
かさ」から「心の豊かさ」へ、80年代中頃から「貯蓄
など将来に備える」から「毎日の生活を充実させて楽
しむ」へと生活意識の主流が移り、生活の力点は「レ
ジャー・余暇生活」がトップとなった。このトレンド
はその後も続いていて、現在では、「心」派や「キリ
ギリス」派が国民の6割を占めるまでに増加している。
最近でも、生活に満足を感じている者の割合は61％。
耐久消費財や住生活の満足度は高いが、「所得・収入」
「資産・貯蓄」には満足していない。
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（３）家計消費はサービス指向
消費性向が低落する中で、80年代以降、家計消費（全
国勤労者世帯）の中身も大きく変わってきた。消費者の
購買動機もモノ不足の時代の経済学の前提とした量的
均衡の力学では理解できないほど変質している。
＜製品の消費は増えず、サービスへの支出が大幅増加＞
この20年間で半耐久財、非耐久財への支出はほとん
ど増加なし。一方で、サービスへの支出が増大した。
つまり、サービスのニーズは拡大してきた。貯蓄が1.9
倍になっていることにも注目すべきだ。
この20年間で増加倍率の高い消費項目は、通信（2.3
倍）、教育（1.8倍）、保健医療（1.7倍）、自動車維持費
（1.7倍）、教養娯楽サービス（1.6倍）であった。
＜価格破壊とこだわり消費＞
消費行動にも、従来の常識とは異なる傾向が現れて
いる。長島直樹、新堂精士氏２）は50歳台中心の高所得
層の消費抑制傾向が強いこと、選択的消費項目（高額
商品）は基礎的消費項目（必需品）よりも価格弾性値
が低いことなどを挙げて、今日の消費者心理を「必需
品はなるべく安く買い、こだわりのある消費には金を
惜しまない」と表現している。よく知られているよう
に、市場では価格破壊とブランド・ブームが矛盾なく
並存しているのである。ユニクロの成功も安いからだ
けではなかった。若者の心を掴むデザインがカギを握
っていたから、デザインに飽きがくれば、たちまち成
長がストップした。
そして、さらに問題なのは、多くの人が「とくに買
いたいものはない」と感じていることである。マーケ
ット調査をやると、もっとも買いたいものは「貯金」
ということになってしまうそうだ。買いたい物が情報
関連とファッションに集中する傾向もある。
（４）生産側の対応
こうした消費側の大きな変化に対して、生産側はま
ったく対応できていなかった可能性が高い。生活者の
ニーズの変化に対応する新製品、新サービスの提案の
力が落ちてきたのか、あるいは、今までのやり方が通
用しなくなったのか、その両方なのだろう。
＜大型の新製品、新サービスが出なくなった＞
新しい製品やサービスが市場に出てこなくなってい
ると見られている。梅澤伸嘉氏３）は新市場（大型ヒッ
ト商品）の出現頻度は80年代から大幅に低落しており、
経済成長率の鈍化と深くかかわっていると分析している。
＜サービスの供給は海外依存＞
貿易収支は相変わらずプラスで横ばい、つまり、製
品は国内では供給過剰が続いていることになる。しか
し、サービス収支はマイナスの幅が増大している。サ
ービスは国内で供給不足なのである。赤字の主因は旅
行の約３兆円で、海外観光旅行以上に魅力のあるもの
が少ないことを示している。
＜開業率が大きく減少＞
90年代の一つの特徴は開業率と廃業率の逆転が起こ
ったことである。開業率の低下は80年代から始まって
いる。そして、90年代には、かつての半分の水準にま
で落ち込んだ。廃業率は90年代半ばから景気低迷で急
増し、開業率と廃業率の逆転現象が起こった。失業率
の上昇が開業と廃業のギャップから生じているところ
が多いことは統計の分析から知ることができる。
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開業・廃業率から見ても社会のニーズはサービス業
へシフトしていることが分かる。開廃業率のマイナス
のギャップがもっとも大きい業種が製造業（－3.4％）、
次いで鉱業、流通、金融。一方でサービス業がもっと
もマイナスが小さい（－0.6％）、次いで公益サービス、
農林漁業。
雇用カバー率（新規開業による雇用が廃業とリスト
ラによる雇用減をカバーする率）も鉱業、製造業で低
く、従業員が大きく減少したことが読み取れる。その
一方で、サービス関連業種の中には、大きく雇用を増
やしているところもある。成長分野は情報と生活支援
の新しいサービスなのである。
（５）長期消費不況の構造
以上を繋げると下のような構図になる。
こう見ると、バブルが発生した理由も分かってくる。
80年代のはじめ頃、「ものの豊かさ」から「心の豊か
さ」へ価値観が転換し始めたことは認識されていた。
次の成長市場の一つがレジャー、リゾートと見なされ、
国はリゾート振興の音頭をとり始めた。これにまとも
な市場経済の洗礼を受けていない建設、不動産、金融
といった未熟な業界が悪乗りし、暴走したのがバブル
だったのではないか。
２．国際比較から見る日本経済
（１）日本は80年代優等生、90年代劣等生
90年代の日本経済の問題点は国際的に比較するとも
っと鮮明に見えてくる。90年代は日本経済のオチコボ
レの時代だったのである。そして、その傾向は２１世
紀に入ってもまだ続いている。
＜ＧＤＰ成長率は80年代トップから90年代は最下位へ＞
ＯＥＣＤ加盟40カ国について、80年代と90年代のＧ
ＤＰ成長率指数をグラフに描くと、日本は80年代は成
長率の最優等生、これが90年代は最低ランクにいるこ
とが分かる。全体の傾向として、90年代は成長性に２
極分化の傾向が見られる。つまり、成長率の高いグル
ープと低いグループに分かれてきている。成長率の低
いグループに日本、ドイツ、フランス、スイスといっ
た工業のウエイトの高い国が含まれる。そして、日本
は最低のランクにいる。
日本の際だった特徴は80年代と90年代のギャップの
大きさにある。80年代と90年代の経済成長力にこれだ
けの落差のある国は少なくてもＯＥＣＤ諸国にはない
のである。
＜日本の全要素生産性は90年代マイナス＞
ＧＤＰと同様に日本の80年代の全要素生産性（ＴＦ
Ｐ）成長率は世界の主要国の中でも、もっとも高い方
であった。しかし、驚くべきことに、日本の90年代の
ＴＦＰの平均成長率がマイナスに計算されていること
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である。これもＯＥＣＤ主要国の中で日本だけである。
全要素生産性は技術進歩（あるいはイノベーション）
による経済成長への寄与分を示すと一般には考えられ
ているが、そうだとすると、この間、日本は技術進歩
が後退したことになる。これはもちろん計算上のあや
だが、イノベーションがほとんど経済的インパクトを
与えていなかったことを示すと見ても良いだろう。
ＧＤＰ成長率は一般的にＴＦＰ成長率と相関的な関
係がある。この20年間についても各国ともにＧＤＰと
ＴＦＰは同じような動きをしていた。しかし、その中
で日本はＧＤＰ成長率とＴＦＰ成長率の差がほぼ一定
の値をとる傾向があった。ＧＤＰとＴＦＰは影響する
図表９　経済成長率の国際比較（80、90年代）
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図表10　各年代の成長率の高い国、低い国
韓国＞トルコ＞ルクセンブルグ＞
日本＞アイルランド＞ポルトガル
＞米国（７カ国）
アイルランド＞ルクセンブルグ＞韓国＞ポーランド＞オースト
ラリア＞トルコ＞米国＞ノルーウエイ＞メキシコ＞カナダ＞
ニュージーランド＜フィンランド（12カ国）
ギリシャ＜メキシコ＜ニュージー
ランド＜スイス（４カ国）
スイス＜日本＜チェコ＜イタリー＜ドイツ＜フランス＜スエー
デン＜オーストリア＜ギリシャ（９カ国）
注）アミかけ：80年代と90年代の変化の大きい国、アンダーライン：80年代と90年代で変化の小さい国
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因子が異なるので、差が一定になる理由はない。これ
を強いて解釈すれば、日本の経済構造が硬直化してい
て、ある因子の影響が全体に同じように伝わってしま
うからかも知れない。
（２）経済成長が持続する条件
日本では、これまで経済成長について議論されるこ
とは少なかった。とくに手を打たなくても高い経済成
長が続いていたからである。しかし、欧米は70～80年
代にかけて低成長に悩まされてきた。だから、経済成
長に関する関心は高く、研究も活発に行われてきた。
その主流が内生的経済成長理論10）で、ニュー・エコノ
ミーと称されることもある。
＜内生的経済成長の理論＞
この理論では、技術進歩は経済の内生因子であり、
技術進歩（＝イノベーション）が経済成長の源泉であ
ると明確に主張する。技術進歩は先進経済の研究開発
によって促進され、市場によるインセンティブが十分
に機能するとき、イノベーションの普及と経済成長が
発生する。研究開発などの知的活動によって新しい知
識とアイデアが生産され続ける限り、経済は永遠に成
長し続けると見ているのである。
また、知識、アイデアのストック（＝世界知識スト
ック）が存在し、どこの国でもただで利用できる。た
だし、利用するためにはスキルが必要で、教育レベル、
教育に費やす時間が経済成長の重要な因子となる。
経済成長を支えるインフラの条件は次のとおり。
＊投資に対して市場が限定されないこと
＊政府が浪費的政策（重税、非生産的な投資、特定業
界との癒着など）を排し、反浪費政策をとること
＊市場を開放すること
＜イノベーションに対する欧米の認識＞
欧米の政策当局はイノべーションを経済成長と産業
の競争力の源泉であり、この２つこそが生活水準の向
上と社会的課題の解決の基盤であると明確に認識して
いる。そして、とくにヨーロッパでは、イノベーショ
ン政策が重要な政策課題とされている。
＜ＯＥＣＤの基本的認識＞
ＯＥＣＤ11）は現在が知識主導型経済への移行期であ
るとしている。ＯＥＣＤによれば、knowledge（知識）
とinformation（情報）の生産、流通、利用に直接的に
基盤を置く経済 “Knowledge-based Economy”（知識主
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図表11　TFP平均伸び率�
80年代
ＴＦＰ伸び�
率（％）
90年代
ＴＦＰ伸び�
率（％）
日 本 �
米 国 �
ド イ ツ�
フ ラ ン ス�
英 国 �
カ ナ ダ�
イ タ リ ア�
フィンランド�
オーストラリア�
イノベーションに対する最近の認識
＊　イノベーションは長期的経済成長の推進力であり、世
界市場での競争力の主要な基盤であり、さらに多く
の社会的課題に対する対応の一部でもある。【OECD、
“Managing National Innovation Systems”
1999】
＊ さらなる成長と競争力の維持のためには、アメリカは
高度のテクノロジカル・イノベーションを維持しな
くてはならない。【米国競争力協議会（COC）“The
New Challenge to America’s Prosperity” 1999】
＊ イノベーションは、EUの達成すべき目標のために、
我々の経済に浸透し、社会に受け入れられなければ
ならない。イノベーションはヨーロッパの企業の
競争力にとって基本的なものであり、従って、研究
に対する政策の主たる目的に一つと同様に、企業に
対する政策の主要な要素である。【ＥＵ】13）
＊ 個々の企業のイノベーション・プロセスはその企業の
発展と成長に極めて重要であり、結果として社会
的・経済的成長と国の競争力にとっても極めて重要
である。イノベーションの促進は通商産業政策に不
可欠のものになりつつある。【Ｊ．Sundobo“The
Theory of Innovation”】
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導型経済、ニュー・エコノミーと同義）を健全な成長
路線に乗せ、人々の福利厚生を向上させるためには、
科学技術政策と産業政策を再構成が必要であるとして
いる。
ＯＥＣＤは最近の経済を次のように分析している。
●　コンピュータ、エレクトロニクス、航空宇宙など
のハイテク産業の生産と雇用が大きく拡大し、教
育、通信、情報などの知識集約型サービス部門の
成長が著しい。
●　コンピューターと情報通信ネットワークに支えら
た情報化社会へと進むに従い、経済は知識の生
産・流通伝搬・利用、これらを基盤とするイノベ
ーションに従来よりもはるかに強く依存するよう
になった。
●　産業界の研究開発は全要素生産性（ＴＦＰ）に対
してポジティブで顕著なインパクトを与える。こ
の影響は年とともに増大。知識主導型経済下にお
ける経済成長に技術変化がより重要になってきた。
日本の市場が80年代を境に変質し始めたことを述べ
たが、この現象は市場が知識主導型経済へ転換し始め
ていたことを示していた。日本は欧米よりも一足早く
市場だけが知識主導型経済への転換が始まっていた可
能性がある。
＜日本に対するＯＥＣＤの見方＞
根津利三郎氏（元ＯＥＣＤ局長）４）によれば、日本
はニュー・エコノミーへの転換に出遅れたとＯＥＣＤ
では分析しているとのこと。その理由を次ぎのように
挙げている。
＊　ＩＴの一般普及と活用の遅れ、
＊　技術移転の低さ、
＊　競争を制限する規制の存在、
＊　開業率の低さ、
＊　経営の質など
（３）経済成長と研究開発活動、新規開業
以上、紹介したような経済成長に関する最近の知見
図表12　人口当たり研究アクティビティと経済指標（実績値）との関係�
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に当てはめて、日本を比較分析してみると、日本の問
題点の本質が見えてくる。
＜研究開発活動と経済パフォーマンスの関係＞
私たち（経済産業省、東レ経営研究所、日本総合研
究所チーム）は研究開発活動の綜合指標・研究アクテ
ィビティと主要な経済指標との関係を分析した。５）
研究開発活動はＧＤＰ、ＴＦＰ、労働生産性、国際
特許出願と強い相関がある。これは日米欧主要国に共
通している。
しかし、研究開発活動と各指標との量的関係は日本
と米欧で異なっている。図表12に示したように、日本
80年代と90年代との対比で民間の研究開発費（対Ｇ
ＤＰ比率）の増加率とＴＦＰ（全要素生産性）成長率
の増加との間にはある程の相関が認められる。80年代
から90年代にかけて民間研究開発費を増やした国はＴ
ＦＰ成長率が高い傾向がある。ただし、日本だけは例
外で、民間研究開発費は増加したにも拘わらず、ＴＦ
Ｐ成長率は大きく低下した。
＜開業率と経済成長＞
開業率の水準とＧＤＰ成長率との間には正の相関が
ある。日本の開業率は最低の水準で、開業率と廃業率
が逆転している唯一の国でもある。そして、日本の経
済成長率の低さは開業率の低さで国際比較（図表15、
16参照）の上では説明できることになる。
（４）日本という国の特徴と経済成長
以上のように、日本の経済成長はとくに90年代は欧
米諸国とは違うメカニズムに依っているようである。
は、特許件数を除いて、人口当たりの研究アクティビ
ティに対するＧＤＰ、全要素生産性、労働生産性は欧
米の水準より遙かに低いのである。つまり、研究開発
活動が経済のパフォーマンスに与える効率は80年代か
ら悪かったのである。このことはこれまで気付かれて
いなかった日本の問題点であった。これは適正な閾値
を越えて過剰投資をしていた結果なのか、あるいはマ
ネジメントが悪いのか、いずれかになるだろう。
研究開発活動とＧＤＰ成長率との間の相関性は総じ
て低く、タイムラグも認められなかったが、その中で、
日本とフランスが低い。これはなにを示しているのか。
 日 本 米 国 英 国          ドイツ    仏　　   ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ ﾉﾙｳｴｰ         ｽｴｰﾃﾞﾝ 全体
相 関 係 数 0.333 0.603 0.555 0.556 0.293 0.630 0.680 0.412 0.400
表の作成：東レ経営研究所�
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日本経済の落ち込みはＩＭＤ（国際経営研究所、スイ
ス）の発表する国の競争力ランキングの推移とも符合
する。日本の総合順位は1990年代初めの頃までは１位
を続けていたのだが、90年代を通して低下を続け、
2002年には、ついに30位となった。チェコ、ハンガリ
ー、マレーシアよりも下位なのである。
ＩＭＤの評価９）は、信頼性に疑問があるとされてい
て、私自身もとくに日本に関するソフト・データ（ア
ンケート方式による意見調査）の信頼性は低いと感じ
ているが、国際比較ができる標準化されたデータとし
ては、もっともデータ量が多いので、それなりの価値
を持っていると判断している。
＜ＩＭＤのデータ解析から見る日本＞
私はＩＭＤ国際比較データ（2002年版）にを用いて
因子分析を行ってみた。その結果、３つの主成分があ
り、これで各国の特徴の約７割が説明できる。
�
主成分１�
主成分２�
主成分３�
主成分４�
主成分５�
�
固有値
28.43
16.89
13.55
6.23
5.08
寄与率（％）
35.54　
21.11　
16.93　
7.79　
6.35　�
累積（％）
35.54   
56.65   
73.59   
81.37   
87.72   
図表17　主成分分析結果 
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日本の特徴は「国民は豊か」だが、「老熟社会で政
府依存」で「貯蓄志向でＲ＆Ｄ志向」ということにな
り、欧米主要国とは共通点が少ないことを示している。
さらに、日本はＧＤＰ成長領域、ＴＦＰ成長領域から
はるかに遠いところに１人でいる。つまり、ＩＭＤが
評価した100以上のデータ群が示す日本の特徴は国際
的に見ると、極めて異常なのである。
＜90年代の経済成長の促進要因と阻害要因＞
次ぎに同じデータを用いてＧＤＰ、ＴＦＰと各評価
項目の相関行列を求めた。当然、ＧＤＰとＴＦＰとで
は成長のメカニズムが違う。そして、ＧＤＰは「若さ」
「変化への対応力」「ベンチャー精神」、ＴＦＰは「知
的能力」「解放性」「ネットワーク」「市場原理」が効
くということになるだろう。（図表18参照）
＜日本の弱点＞
ＩＭＤの評価項目の中で、日本の順位が著しく低い
中項目は「政府の効率性」「産業の効率性」の領域に
多い。国内でも問題とされている「産業への規制」
「労働市場」「金融システム」は当然、低いが、「税
制・社会保証」「教育」「マネジメント」「グローバリ
ゼーション」「社会価値システム」の競争力も極めて
低いとされている。（図表19参照）
（５）国際比較から見た日本経済の問題点
＜以上を繋げると＞
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注）　　　：統計データ、他はアンケート結果（ＩＭＤ）、（　）内は相関係数�
ＴＦＰ�
成長に効いていると思われる因子
（相関係数プラス0.67以上）
成長を阻害していると思われ
る因子（マイナス0.67以下）
図表18　GDP、TFPの成長促進因子と阻害因子�
図表19　IMDの日本に対する評価（2002年版）�
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経済成長のためには構造改革が不可欠�
経済成長は技術進歩による
イノベーションに強く依存�
日本は「政府の効率性（産業の規
制）」「産業の効率性（マネジメン
ト）に問題。�
日本の構造は知識主導型経済にお
けるイノベーションに不適合�
日本の社会構造は「知識化、新事
業志向」「サービス化、起業志向」
ではない�
日本の研究開発投資は技術進歩と
経済成長に貢献していない�
日本の開業率は低水準（ベンチャ
ー企業型イノベーションが停滞）�
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３．日本のイノベーションの特徴とイ
ノベーション・システムの問題点
（１）日本のイノベーションの特徴
経済成長とイノベーションが深く関わっていること
は既に述べた。日本の経済成長の鈍化はイノベーショ
ンが停滞する要因が日本の社会・経済構造の中に特異
的に存在するからと考えることができる。
＜ベンチャー企業型と既存企業型＞
私はイノベーションのケーススタディから、イノベ
ーションを大きく既存企業型とベンチャー企業型に分
けることを提案している。６）ベンチャー企業型はさら
にタイプⅠとタイプⅡに分けられる。
さらに全体として、ソフト、サービスに関するイノ
ベーションの実績が極めて少ない。つまり、新しいサ
ービスを創り出す力はもともと弱かったのである。
日本のイノベーションの能力は国際的観点からは偏
っていたのである。そして、かつての日本の高成長は
既存企業型のイノベーションに依存していたと考える
べきである。しかし、ハードに偏った既存企業型イノ
ベーションは80年代を境に市場にインパクトを与える
力を急速に失っていった。市場は知識主導型経済へと
変質していったからである。これが日本経済の急速な
オチコボレの主因なのである。
（２）イノベーション・システムの問題点
イノベーションの実績に偏りがあるということは、
イノベーション・システムに強み、弱みがあることを
示唆している。
＜日本におけるイノベーション・システムの概念モデル＞
日本はベンチャー企業型イノベーションが活発では
ない。ということはベンチャー企業型イノベーション
に関わるイノベーション・システムに問題があると見
ることができる。 欧米流のイノベーション・システ
ムの概念モデルは日本には不適当と考えた。
そこで私たちは既存企業型とベンチャー企業型を意
識したナショナル・イノベーション・システムの概念
モデルを提案した。８）既存企業の場合は、プラットフ
ォーム機能は社内の組織に仕込むことができる。しか
し、ベンチャー企業型イノベーションにとっては、社
会的なプラットフォーム機能が不可欠である。プラッ
トフォームとは、イノベーションに必要な経営資源
（人材、資金、知識ノウハウなど）を既存企業から調
達するための、起業家に対して好意的な場を言う。こ
の概念モデル図はそのようなことを示そうとした。
＜日本は既存企業型のハードに偏重＞
私たちの調べた範囲では、日本は既存企業型イノベ
ーションの実績が欧米に比較して極めて多く、しかも、
ハードに偏重しているのである。ハイテク分野で世界
で初めての日本発新製品は実に多いのである。私は日
本の産業の強さは生産力にあったのではなく、新製品
開発力にあったことを既に指摘している。７）日本の既
存企業が発揮するイノベーション能力の高さは欧米の
研究者がこれまでも注目していた。しかし、その反面
で、日本はベンチャー企業型イノベーションの実績は
極めて少ない。また、画期的なイノベーションの源泉
となる大きなコンセプトの構想では、日本人の例は極
めて少ない。
図表20　イノベーションの分類�
【市場創造】� 
【高度化】�
 
生産システムに与える影響力�
（プロセス・イノベーション）� 
 
製品と市場のつながりに与える影響力� 
（プロダクト・イノベーション）� 
既存企業型イノベーション�
ベンチャー企業型イノベ�
ーション〔タイプⅡ〕�
（ビジネス・モデルの創�
造）�
破壊的技術� 
ベンチャー企業型イノベーション� 
〔タイプⅠ〕（ハイテク型）� 
 
【持続的】� 【革命的】� 
図の作成：原�
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＜ベンチャー企業型イノベーションのプラットフォー
ムの問題点＞
実際に欧米との比較を行ってみると、日本の社会的
プラットフォームはほとんど機能していないことが分
かる。私たちはとくに次の点に大きな弱点が存在する
ことを明らかにした。８）
●　経営資源（人材、知識ノウハウ、資金など）の流
動性が極めて低い。
●　大学の教育、研究の質が低く、産業界のニーズと
も合っていない。
●　大学の研究者のビジネス意識が低く、産業界との
連携は極めて悪い。
●　ベンチャー・キャピタルが弱体。
●　ベンチャー企業に対するサポート機能が十分でない。
こうした問題点に対しては、数年前から国が新しい
政策を打ち出して改善に努めるようになった。したが
って、徐々にではあるが改善されてきている。
＜ＩＭＤの評価＞
ＩＭＤ９）の国の競争力ランキングで日本が低い理由
の一つにイノベーションに関連する項目の評価が極め
て低いことが挙げられる。イノベーション関連の小項
目について見ると、ほとんどが最低レベル（調査対象
国は49カ国）にあることが分かる。
起業意欲、マネジメントなどについては日本の国内
で最近は問題視されるようになった。これらはイノベ
ーション・システムの問題ではなく、教育の問題と考
えられ、これも徐々にではあるが、対策が進められて
いる。たとえば、小学校からの起業家マインド養成、
ＭＯＴ教育体制などの整備・充実など。
４．日本社会が改革すべきこと
（１）オチコボレた根本原因
以上を総括すると、経済の基本構造が世界的に大き
く転換しつつあるときに、日本の社会システムは硬直
図表21　イノベーション・システムの概念モデル�
起業活動�
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資源の移転と流�
動性の機能�
社会的基盤�
研究開発活動�
研究開発のアウトプット�
新製品、新サービスの創造�
起業意欲
起業家精神（49位）
会社の設立（48位）
マネジメント
有能なマネジャー の存在（46位）
経営者層（45位）
産学連携
大学の教育（49位）
知識の移転（41位）
技術協力（16位）
競争環境
競争の規制（33位）
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的なために構造転換に追随できず、このためにイノベ
ーションの主役交代が進まず、結果として経済の長期
低迷をもたらしたということになる。
バブル崩壊とそれに続く巨額の不良債権問題が心理
的な悪影響を与えたことは明らかだが、本質的問題で
はなかった。
＜80年代以降は社会主義経済の崩壊過程＞
日本の社会システムは元来、硬直的であった。日本
は「世界に冠たる理想的な社会主義国家」（経済倶楽
部理事長　高柳弘氏の言）と言われるほど、社会主義
的要素が社会システムの中に色濃く浸透していた。政
治の仕組みも行政組織も縦割りの中央集権的、計画経
済的で政・官・産の利権と癒着の構造が出来上がって
いた。産業界でも、製造業を除いて、何らかの規制や
行政指導が存在し、市場原理は十分に機能していなか
った。サービスへのニーズが拡大し始めている時に、
これらの業界は市場と向き合う術を知らなかったので
ある。
80年代に社会主義経済は世界規模で崩壊した。日本
も同じだったのである。日本社会の社会主義的要素の
弊害が90年を境に一気に噴出したと言うべきだろう。
ベンチャー企業型イノべーションを支える社会的なプ
ラットフォーム機能は自由とチャレンジ精神に満ちた
人達に十分な活躍の場、競争と協業の場を与えて、初
めて成り立つ。社会主義とはおおよそ対極的な社会シ
ステムなのである。
規制の緩和と市場原理の徹底、それと浪費的政策
（経済性を無視した公共投資など）からの脱却が経済
成長の観点でもっとも重点を置くべき課題なのである。
＜労働の流動性の低さ＞
ベンチャー企業型イノベーションにとって労働の流
動性は極めて重要である。日本は欧米に比べて労働の
流動性が著しく低い。このことがベンチャー企業型イ
ノベーションの大きな障碍となっていることはいくつ
かの調査で明らかになっている。90年代に入って、リ
ストラや倒産が増えて、日本にもようやく労働市場が
でき、ベンチャー企業にとっては追い風になるという
意見も聞かれた。
流動性が低い背景には、終身雇用と年功序列型処遇
制度などの雇用慣行があることは確かで、流動性を高
める方向での制度改定が企業、国ともに進んでいる。
しかし、日本人の意識に職場を変えることへの抵抗感
があるように見られる。
流動性をより高めるためには、日本的な新しい仕組
みを作る必要があるだろう。
＜大学の問題＞
イノベーション・システムの観点では、とくに日本
の大学の欧米に比べての異質性が問題であった。最大
の問題点は研究者間の競争が少ないことで、このため
に国際的に見て、研究のレベルは低く（欧米の研究者
の一致した見方）、研究成果の社会還元も進まず、ベ
ンチャー企業の生まれ難かったのである。教育につい
ても、多くの問題が指摘されてきた。
現在進行中の大学改革はそのような問題意識から出
発しているのである。
（２）構造改革の取り組み
日本経済の長期低迷が日本の構造的問題に根差して
いることを次の４つの視点、すなわち①日本の消費者
意識の変化、②経済パフォーマンスの国際比較から見
た日本経済の奇妙さ、③経済成長に影響を与える因子
の分析、④ナショナル・イノベーション・システムの
国際比較から見た日本の弱点、から考察してきた。そ
して、経済成長のために構造改革が不可欠であること
を述べてきた。
構造改革は既に始まっている。ただ、多くの人が構
造改革の意義を理解していないところに問題がある。
＜小泉改革の意義＞
小泉首相の基本路線「構造改革」は私のロジックに
照らせば正しい。彼は改革の焦点を「郵政事業」と
「高速道路」に当てていて、このことに関して、構造
改革賛成派からも批判がある。しかし、この２つは日
本の浪費的政策の温床としての意味がある。巨大な郵
便貯金と簡易保険は公共投資の財源、高速道路は浪費
的政策の代表であるとともに、利権と癒着の構造の代
表でもある。だから、自民党内部からの抵抗は激しい
のである。私には戦略的要因を的確に突いているよう
に思える。
経済政策、不況対策が不十分で的外れとマスコミ・
エコノミストや自民党内から批判されている。これは
構造問題の意味を理解していないからか、利権絡みか
ということになる。古いタイプの不況対策がまったく
効果がなかったことはこの10年間の経験で分かってい
ることではないのか。
小泉内閣の支持率は相変わらず高い。これは国民全
体が何らかの形で構造改革が必要であることを肌で感
じているからだろう。マスコミ・エコノミストよりも
国民全体の方がはるかに賢いのではないか。
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＜国の施策＞
国際比較の観点で、日本の構造的問題は10年ほど前
から問題視されるようになった。そして、政府レベル
で多くの構造改革が進められている。その代表的なも
のは大学改革と産学連携の促進、多くの業種での規制
緩和と構造改革特区、資本金の下限廃止などである。
（３）今後の課題
日本の経済は再生できるのか。答えは当然、イエス
である。日本の社会は何度も構造改革を行ってきた。
今度も時間はかかると思うが、新しい構造に作り替え
て、経済は再び優れたパフォーマンスを発揮するよう
になるに違いない。
＜構造改革の効果＞
構造改革の進行が経済に少しづつ刺激を与え始めた
という感じが出てきている。大学発ベンチャーは増え
ているし、技術移転で実績を挙げているＴＬＯも出て
きた。相変わらずハードが多いが、新製品効果も現れ
ている。自律的な回復こそが構造改革の成果である。
最近、株価が上昇しているが、外人投資家が主導し
ているところに意味がある。海外は日本の構造問題に
注目していた。したがって、外人投資家の買いは構造
改革への評価の部分があると見るべきである。
＜残された課題＞
構造改革はしっかりした構想とリーダーシップがあ
れば進めることができる。ただし、政治と行政の構造が
変わるにはまだまだ時間がかかるだろう。そして、最
後の難問は日本人の資質、能力に残されている。
欧米との比較で見た場合、コンセプト構想力とリー
ダー能力では見劣りがする。戦略構築力やマネジメン
ト能力も低いと見られている。これは教育のあり方に
関わる問題である。教育は抜本的に変えなくてはなら
ないだろう。
若干気になるところは、全体に製造業への期待が大
きすぎることである。製造業の国際競争力は依然とし
て強力であるが、市場の大勢はサービス、ソフトに移
っていく。サービス産業が力を付けなければ、本物の
成長路線には乗り切れないだろう。
＜将来の展望＞
実体経済は徐々に回復してきている。これに構造改
革の効果がどのように加わってくるか。開業率の向上
が当面の注目指標である。
【引用文献】
１）松原隆太郎　日経新聞、やさしい経済学“消費不
況を考える”2002年９月２日～
２）長島、新堂“高所得層の消費浮揚策を”経済教室、
日経新聞（2002年11月21日）
３）梅沢伸嘉「長期ナンバーワン商品の法則」ダイヤ
モンド社（2001年）
４）根津利三郎「ニュー・エコノミー…日本は如何に
して出遅れたか」経産省講演資料（2001年４月）
５）原ら“イノベーションに関する総合指標開発の試み
（１，２報）”研究・技術計画学会17回年会（2002年）
６）原ら“イノベーションのタイプと我が国の特徴”研
究・技術計画学会16回年会（2001年）
７）原“国際競争力と産業高度化のイノベーション”慶
応経営論集17巻３号（平成12年）
８）原ら“イノベーション・モデルに関する考察とそ
の展開（第２報）”研究・技術計画学会15回年会
（2000年）
９）IMD“World Competitiveness Yearbook, 2002”
10）Ｃ.ジョーンズ「経済成長理論入門」日経新聞社
（1999年）
11）OECD/GD（96）102「The Knowledge-based
Economy」（1996）
12）原ら、未発表
13）EU/COM（2000）567final[Innovation in a
knowledge based economy]（2000）
